
新旧対照表 

○延岡市条件付一般競争入札実施要綱 

新 旧 

○延岡市条件付一般競争入札実施要綱 ○延岡市条件付一般競争入札実施要綱 

平成20年７月29日告示第242号 平成20年７月29日告示第242号 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事及び建設関連業務の契約に係る

条件付一般競争入札の実施に関し、延岡市契約規則（平成12年規則第16号。

以下「契約規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事及び建設関連業務の契約に係る

条件付一般競争入札の実施に関し、延岡市契約規則（平成12年規則第16号。

以下「契約規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この要綱において、「条件付一般競争入札」とは、地方自治法施行令

（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第167条の５の２の規定によ

り資格を定めて行う一般競争入札（延岡市簡易型条件付一般競争入札実施要

綱（令和４年告示第98号）第２条第１項に規定する簡易型条件付一般競争入

札を除く。）をいう。 

第２条 この要綱において、「条件付一般競争入札」とは、地方自治法施行令

（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第167条の５の２の規定によ

り資格を定めて行う一般競争入札（延岡市簡易型条件付一般競争入札実施要

綱（令和４年告示第98号）第２条第１項に規定する簡易型条件付一般競争入

札を除く。）をいう。 

２ この要綱において、「建設工事」とは、建設業法（昭和24年法律第100号）

第２条第１項に規定する建設工事をいう。 

２ この要綱において、「建設工事」とは、建設業法（昭和24年法律第100号）

第２条第１項に規定する建設工事をいう。 

３ この要綱において、「建設関連業務」とは、次に掲げるものをいう。 ３ この要綱において、「建設関連業務」とは、次に掲げるものをいう。 

(１) 測量法（昭和24年法律第188号）第３条に規定する測量 (１) 測量法（昭和24年法律第188号）第３条に規定する測量 

(２) 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第

19条第３号に規定する建設コンサルタントの業務 

(２) 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第

19条第３号に規定する建設コンサルタントの業務 

(３) 地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項

に規定する地質調査業 

(３) 地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示第718号）第２条第１項

に規定する地質調査業 

(４) 補償コンサルタント登録規程（昭和59年建設省告示第1341号）第２条

第１項に規定する補償コンサルタントの業務 

(４) 補償コンサルタント登録規程（昭和59年建設省告示第1341号）第２条

第１項に規定する補償コンサルタントの業務 

(５) 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項に規定する設計等の

業務 

(５) 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項に規定する設計等の

業務 

(６) 国土調査法（昭和26年法律第180号）に基づく地籍調査 (６) 国土調査法（昭和26年法律第180号）に基づく地籍調査 

４ この要綱において、「電子入札」とは、契約規則第11条の２第１項に規定

する電子入札をいう。 

４ この要綱において、「電子入札」とは、契約規則第11条の２第１項に規定

する電子入札をいう。 

（対象工事等） （対象工事等） 

第３条 条件付一般競争入札の対象とする建設工事及び建設関連業務は、その

予定価格が次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額以上のものと

第３条 条件付一般競争入札の対象とする建設工事及び建設関連業務は、その

予定価格が次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額以上のものと



する。ただし、市長が対象とすることが適当でないと認める建設工事及び建

設関連業務については、条件付一般競争入札によらないことができる。 

する。ただし、市長が対象とすることが適当でないと認める建設工事及び建

設関連業務については、条件付一般競争入札によらないことができる。 

(１) 建築一式工事 9,000万円 (１) 建築一式工事 8,000万円 

(２) 前号に掲げる工事以外の建設工事及び建設関連業務 6,000万円 (２) 前号に掲げる工事以外の建設工事及び建設関連業務 6,000万円 

２ 前項本文の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認める建設工事及

び建設関連業務については、条件付一般競争入札によることができる。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認める建設工事及

び建設関連業務については、条件付一般競争入札によることができる。 

（条件付一般競争入札の参加資格） （条件付一般競争入札の参加資格） 

第４条 条件付一般競争入札に参加する者（共同企業体で参加する場合におけ

る当該共同企業体の構成員を含む。）に必要な資格は、次のとおりとする。 

第４条 条件付一般競争入札に参加する者（共同企業体で参加する場合におけ

る当該共同企業体の構成員を含む。）に必要な資格は、次のとおりとする。 

(１) 令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者でないこと。 (１) 令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者でないこと。 

(２) 令第167条の４第２項の規定により一般競争入札に参加させていない

者でないこと。 

(２) 令第167条の４第２項の規定により一般競争入札に参加させていない

者でないこと。 

(３) 延岡市建設工事等指名競争入札参加者の資格、指名基準等に関する要

綱（昭和56年告示第39号。以下「入札参加者資格要綱」という。）第５条

第１項の規定により指名競争入札参加資格者名簿に登載されている者で

あること。 

(３) 延岡市建設工事等指名競争入札参加者の資格、指名基準等に関する要

綱（昭和56年告示第39号。以下「入札参加者資格要綱」という。）第５条

第１項の規定により指名競争入札参加資格者名簿に登載されている者で

あること。 

(４) 令第167条の６第１項の規定による条件付一般競争入札の公告（以下

「入札公告」という。）の日から第10条の規定による審査の日までの間に

おいて、 延岡市競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成18年告示第

63号）第２条の規定による指名停止を受けていないこと。 

(４) 令第167条の６第１項の規定による条件付一般競争入札の公告（以下

「入札公告」という。）の日から第10条の規定による審査の日までの間に

おいて、 延岡市競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成18年告示第

63号）第２条の規定による指名停止を受けていないこと。 

(５) 手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実

があり、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

(５) 手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実

があり、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

(６) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て

をした者又はなされた者でないこと。ただし、同法に基づく更生手続開始

の決定を受けた者が、 入札参加者資格要綱第５条第１項の規定による指

名競争入札参加資格の審査を受け、指名競争入札参加資格者として決定さ

れたものである場合は、この限りでない。 

(６) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て

をした者又はなされた者でないこと。ただし、同法に基づく更生手続開始

の決定を受けた者が、 入札参加者資格要綱第５条第１項の規定による指

名競争入札参加資格の審査を受け、指名競争入札参加資格者として決定さ

れたものである場合は、この限りでない。 

(７) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て

をした者又はなされた者でないこと。ただし、同法に基づく再生手続開始

の決定を受けた者が、 入札参加者資格要綱第５条第１項の規定による指

名競争入札参加資格の審査を受け、指名競争入札参加資格者として決定さ

れたものである場合は、この限りでない。 

(７) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て

をした者又はなされた者でないこと。ただし、同法に基づく再生手続開始

の決定を受けた者が、 入札参加者資格要綱第５条第１項の規定による指

名競争入札参加資格の審査を受け、指名競争入札参加資格者として決定さ

れたものである場合は、この限りでない。 

(８) 民事執行法（昭和54年法律第４号）の規定による金銭債権に対する強

制執行又は国税、地方税その他の公課について滞納処分の執行を受けた者

でないこと。 

(８) 民事執行法（昭和54年法律第４号）の規定による金銭債権に対する強

制執行又は国税、地方税その他の公課について滞納処分の執行を受けた者

でないこと。 



(９) 民事保全法（平成元年法律第91号）に基づく民事保全の手続が常態と

して行われていると認められる者でないこと。 

(９) 民事保全法（平成元年法律第91号）に基づく民事保全の手続が常態と

して行われていると認められる者でないこと。 

(10) 延岡市暴力団排除条例（平成23年条例第22号）第２条第１号に規定す

る暴力団又は同条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。 

(10) 延岡市暴力団排除条例（平成23年条例第22号）第２条第１号に規定す

る暴力団又は同条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。 

２ 前項に規定するもののほか、建設工事又は建設関連業務に係る条件付一般

競争入札ごとに、次に掲げる事項について当該入札に参加する者に必要な資

格を定めることができる。 

２ 前項に規定するもののほか、建設工事又は建設関連業務に係る条件付一般

競争入札ごとに、次に掲げる事項について当該入札に参加する者に必要な資

格を定めることができる。 

(１) 営業所の所在地に関する事項 (１) 営業所の所在地に関する事項 

(２) 入札参加者資格要綱第５条第４項に規定する等級区分に関する事項 (２) 入札参加者資格要綱第５条第４項に規定する等級区分に関する事項 

(３) 建設工事又は建設関連業務と同種又は類似の工事又は業務の実績に

関する事項 

(３) 建設工事又は建設関連業務と同種又は類似の工事又は業務の実績に

関する事項 

(４) 建設工事又は建設関連業務に必要と認められる技術者に関する事項 (４) 建設工事又は建設関連業務に必要と認められる技術者に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、条件付一般競争入札に参加する者に必要

な資格として定める必要があると認められる事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、条件付一般競争入札に参加する者に必要

な資格として定める必要があると認められる事項 

（営業所の所在地に関する事項についての原則） （営業所の所在地に関する事項についての原則） 

第５条 前条第２項第１号に掲げる事項については、特殊な技術等を要するも

のを除き、延岡市内に主たる営業所（本店をいう。）を有する者であること

を条件付一般競争入札に参加する者に必要な資格として定めることを原則

とする。 

第５条 前条第２項第１号に掲げる事項については、特殊な技術等を要するも

のを除き、延岡市内に主たる営業所（本店をいう。）を有する者であること

を条件付一般競争入札に参加する者に必要な資格として定めることを原則

とする。 

（入札公告） （入札公告） 

第６条 入札公告は、市役所掲示場に掲示し、及び入札情報サービスシステム

に掲載することにより行うものとする。 

第６条 入札公告は、市役所掲示場に掲示し、及び入札情報サービスシステム

に掲載することにより行うものとする。 

２ 入札公告により公告すべき事項は、契約規則第４条第３項各号に掲げる事

項とする。 

２ 入札公告により公告すべき事項は、契約規則第４条第３項各号に掲げる事

項とする。 

（入札公告における設計書等の取扱い） （入札公告における設計書等の取扱い） 

第７条 入札公告に係る設計書、図面、仕様書、位置図等（以下「設計書等」

という。）は、入札情報サービスシステムに掲載するものとする。 

第７条 入札公告に係る設計書、図面、仕様書、位置図等（以下「設計書等」

という。）は、入札情報サービスシステムに掲載するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、入札情報サービスシステムに設計書等を掲載す

ることが技術的な理由等により困難な場合は、当該設計書等の全部又は一部

を紙又は電子媒体により貸与することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、入札情報サービスシステムに設計書等を掲載す

ることが技術的な理由等により困難な場合は、当該設計書等の全部又は一部

を紙又は電子媒体により貸与することができる。 

（入札参加資格及び設計書等に関する質問及び回答） （入札参加資格及び設計書等に関する質問及び回答） 

第８条 入札参加資格及び設計書等に関する質問（以下「質問」という。）は、

入札公告の日から当該入札公告で定める日（以下「質問受付期限」という。）

まで、電子メールで受け付けるものとする。 

第８条 入札参加資格及び設計書等に関する質問（以下「質問」という。）は、

入札公告の日から当該入札公告で定める日（以下「質問受付期限」という。）

まで、電子メールで受け付けるものとする。 

２ 質問は、入札参加資格に関するものにあっては入札参加資格に関する質問 ２ 質問は、入札参加資格に関するものにあっては入札参加資格に関する質問



書により、設計書等に関するものにあっては設計書等に関する質問書により

行わなければならない。 

書により、設計書等に関するものにあっては設計書等に関する質問書により

行わなければならない。 

３ 質問に対する回答は、質問受付期限から起算して７日以内において入札公

告で定める日までに、入札情報サービスシステムに掲載することにより行う

ものとする。 

３ 質問に対する回答は、質問受付期限から起算して７日以内において入札公

告で定める日までに、入札情報サービスシステムに掲載することにより行う

ものとする。 

（入札参加手続） （入札参加手続） 

第９条 条件付一般競争入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請

書に、次に掲げる書類のうち入札公告で指定するものを添付して市長に提出

しなければならない。 

第９条 条件付一般競争入札に参加しようとする者は、入札参加資格確認申請

書に、次に掲げる書類のうち入札公告で指定するものを添付して市長に提出

しなければならない。 

(１) 配置予定技術者調書 (１) 配置予定技術者調書 

(２) 誓約書 (２) 誓約書 

(３) 人的関係に関する調書 (３) 人的関係に関する調書 

(４) 施工（業務）実績調書 (４) 施工（業務）実績調書 

(５) 前各号に掲げるもののほか入札参加資格の有無を審査するために必

要な書類 

(５) 前各号に掲げるもののほか入札参加資格の有無を審査するために必

要な書類 

２ 入札参加資格確認申請書及びその添付書類（以下「申請書等」という。）

は、入札公告の日から当該入札公告で定める日（以下「申請書等提出期限」

という。）までに提出しなければならない。 

２ 入札参加資格確認申請書及びその添付書類（以下「申請書等」という。）

は、入札公告の日から当該入札公告で定める日（以下「申請書等提出期限」

という。）までに提出しなければならない。 

３ 申請書等の提出は、持参することにより行うものとする。ただし、入札公

告で他の提出方法を認めた場合は、この限りでない。 

３ 申請書等の提出は、持参することにより行うものとする。ただし、入札公

告で他の提出方法を認めた場合は、この限りでない。 

４ 申請書等の作成及び提出に係る費用は、申請書等を提出した者（以下「申

請者」という。）の負担とする。 

４ 申請書等の作成及び提出に係る費用は、申請書等を提出した者（以下「申

請者」という。）の負担とする。 

５ 提出された申請書等は、返却しない。 ５ 提出された申請書等は、返却しない。 

６ 申請書等提出期限の翌日以後における申請書等の差替え又は再提出は、認

めない。 

６ 申請書等提出期限の翌日以後における申請書等の差替え又は再提出は、認

めない。 

（入札参加資格の有無の審査） （入札参加資格の有無の審査） 

第10条 申請者の入札参加資格の有無は、延岡市建設業者等審査委員会規程

（昭和56年訓令第１号）第１条に規定する延岡市建設業者等審査小委員会に

おいて審査する。 

第10条 申請者の入札参加資格の有無は、延岡市建設業者等審査委員会規程

（昭和56年訓令第１号）第１条に規定する延岡市建設業者等審査小委員会に

おいて審査する。 

（入札参加資格の有無の審査結果の通知） （入札参加資格の有無の審査結果の通知） 

第11条 市長は、前条の規定による審査を行った日から起算して７日以内にお

いて入札公告で定める日までに、当該申請者に対して入札参加資格の有無の

審査結果を通知するものとする。 

第11条 市長は、前条の規定による審査を行った日から起算して７日以内にお

いて入札公告で定める日までに、当該申請者に対して入札参加資格の有無の

審査結果を通知するものとする。 

２ 前項の通知に当たっては、入札参加資格がないと認めた者（以下「無資格

者」という。）に対しては、その理由を付して通知するものとする。 

２ 前項の通知に当たっては、入札参加資格がないと認めた者（以下「無資格

者」という。）に対しては、その理由を付して通知するものとする。 



（無資格者からの説明要求等） （無資格者からの説明要求等） 

第12条 無資格者は、前条第１項の規定による通知で指定する期限までに、書

面により、入札参加資格がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

第12条 無資格者は、前条第１項の規定による通知で指定する期限までに、書

面により、入札参加資格がないと認めた理由の説明を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定により説明を求められたときは、当該書面が到達した

日から起算して５日以内に書面により回答するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により説明を求められたときは、当該書面が到達した

日から起算して５日以内に書面により回答するものとする。 

（入札の執行） （入札の執行） 

第13条 申請書等提出期限までに申請書等を提出しない者及び無資格者は、当

該入札に参加することができない。 

第13条 申請書等提出期限までに申請書等を提出しない者及び無資格者は、当

該入札に参加することができない。 

２ 市長は、第10条の規定による審査の結果、入札参加資格があると認めた者

が、当該審査の日から入札期間の最終日までの間に入札参加資格の要件を満

たさなくなったと認めるときは、その者を当該入札に参加させないものとす

る。 

２ 市長は、第10条の規定による審査の結果、入札参加資格があると認めた者

が、当該審査の日から入札期間の最終日までの間に入札参加資格の要件を満

たさなくなったと認めるときは、その者を当該入札に参加させないものとす

る。 

３ 条件付一般競争入札に参加する者が１人であるときは、当該入札は中止す

る。ただし、郵便による入札又は電子入札の方法により条件付一般競争入札

を行うときは、この限りでない。 

３ 条件付一般競争入札に参加する者が１人であるときは、当該入札は中止す

る。ただし、郵便による入札又は電子入札の方法により条件付一般競争入札

を行うときは、この限りでない。 

（工事費内訳書の提出） （工事費内訳書の提出） 

第14条 建設工事に係る条件付一般競争入札に参加する者は、入札の際に、入

札書と同時に工事費内訳書を提出しなければならない。 

第14条 建設工事に係る条件付一般競争入札に参加する者は、入札の際に、入

札書と同時に工事費内訳書を提出しなければならない。 

（入札の無効） （入札の無効） 

第15条 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 第15条 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(１) 契約規則第12条各号のいずれかに該当する入札 (１) 契約規則第12条各号のいずれかに該当する入札 

(２) 申請書等に虚偽の記載をしたと認められる者がした入札 (２) 申請書等に虚偽の記載をしたと認められる者がした入札 

（その他） （その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、条件付一般競争入札の実施に関し必要

な事項は、別に定める。 

第16条 この要綱に定めるもののほか、条件付一般競争入札の実施に関し必要

な事項は、別に定める。 

附 則 附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年９月３日告示第277号） 附 則（平成20年９月３日告示第277号） 

附 則（令和４年３月28日告示第99号） 附 則（令和４年３月28日告示第99号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

 


